平成28年度　事後評価点検表（内部評価）
１ 事業概要

	事業名
	府立北河内地域支援学校（仮称）新築事業

	担当部署
	教育振興室　支援教育課　生徒支援グループ（連絡先06－6944－9362）

	事業箇所
	大阪府枚方市村野西町60-1

	事業目的及び

事業内容
	【事業目的】

・既存の支援学校の大規模化の解消を図るとともに、今後増加していく児童生徒の受け入れるため、新たな支援学校を整備する。

【事業内容】
○正式名称：府立枚方支援学校及びむらの高等支援学校
○敷地面積：21,082㎡

○校舎規模：新築校舎　延床面積　16,059㎡　ＲＣ造3階建 1棟、4階建 2棟
○主要施設：普通教室、特別教室、体育館、調理室等


	関連事業と

その現状
	・府有財産の有効活用の観点から府有地である旧府立高等学校跡地と市有地である旧市立中学校跡地との等価交換を行い、新たに府立枚方支援学校及びむらの高等支援学校を整備する。

	社会経済情勢

の変化
	・最終評価時点（H22年度 事前評価）と完成時点（H26年度）とで、本事業をとりまく社会情勢に大きな変化は見られない。


	事業実施による
自然環境の変化
	・現地での新築であるため、自然環境に変化はない。

	最終評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	【最終評価時の意見】

・今後の知的障がい児童生徒数の増加傾向を考慮した場合、知的障がい支援学校を新たに整備し、支援学校での受け入れ体制を整えることは重要である。
・知的障がいのある生徒の就労についても、府民ニーズの点からも、高等支援学校の整備は妥当であり、本事業については、実施すべきものであると考える。

・北河内地域についても、地域内の支援学校の大規模化等の事情を勘案し、また、知的障がいのある児童生徒の就労を通じた社会的自立をめざす学校についても府民のニーズが高いことから、本事業の実施は妥当であると判断する。

・地域との連携を図れるような取組を推進し、「ともに学び、ともに育つ」を実践するような学校としていただきたい。
【府の対応】

・府立枚方支援学校及びむらの高等支援学校の整備（本事業）を行った。
・地域との連携を図るため、作業学習として近隣住民の方々から農業の指導を受けるなど地域社会とのつながりを深めるような学校運営を行っている。

・「ともに学び、ともに育つ」を実践するために、府立むらの高等支援学校に共生推進教室2校（府立芦間高等学校　府立緑風館高等学校）を設置し、週1日、高等支援学校で職業に関する専門教科を学んでいる。



２ 事業効果の分析等
	
	【最終評価時点H22】
	【事後評価時点H28】
	【変動要因の分析】

	事業費
	52.1億円
（国：12.8億円、

府：39.3億円）

	38.3億円
（国：15.3億円、

府：23.0億円）
	 主に建設工事に係る入札差金による減。

	経過

①事業期間

②採択年度

③着工年度

④完成年度
	①3年
②平成23年度

③平成25年度

④平成26年度
	①3年

②平成23年度

③平成25年度

④平成26年度
	予定通り完成

	定量的効果

（費用便益分析等）
	【効果項目】

・支援学校における費用便

益測定の方法が確立されていないため記載不可能。
【受益者】
・府民

	【効果項目】

・支援学校における費用便

益測定の方法が確立されていないため記載不可能。
【受益者】

・府民

	

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】

・今後の知的障がいのある

児童生徒数増加への対応が可能である。
・新たな学校を設置するこ

とで近隣の府立支援学校の児童生徒増加への対応が図られるなど教育環境の向上も期待できる。
【受益者】

・知的障がいのある児童生徒

	【効果項目】

・同左
・同左
【受益者】

・知的障がいのある児童生徒

	所期の目的を達成している。

	その他特記事項
	・なし


３ 評価結果と今後の同種事業に対する改善措置等

	評価結果

（事業効果の発現状況等）
	・事業期間について変更なく、事業費の削減も行えたことから、当初の事業計画どおりに完成。

・北河内地域の知的障がいのある児童生徒の増加に対応できるだけの規模の校舎を整備できており、本事業目的はほぼ達成されている。

	今後の同種事業に対する改善措置等
	・事業計画については、特に改善すべき点はない。


